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平成18年から16年かかって4300
円上がっている？

事業所の努力が足りないから
か？



平均工賃2万未満の事業
所が全体の60％

この要因は何かを分析
することが必要





就労継続支援B型は60％が減収となる。

現行 7.5：1の配置改訂 7.5：1の配置



「地域協働型」事業所の評価が課題

⚫ 重度障害のある人の働く場
⚫ 高齢になっても通える場
⚫ 地域の中ではぐくまれてきた「作業
所」の文化を継承する場

⚫ 地域福祉の拠点としての役割
⚫ 収益にとらわれない、ニーズに基づ
いた支援ができる場

⚫ 作業に利用者を合わせるのではなく、
利用者に合わせた作業を開拓してい
く。

⚫ 高齢になると長時間の作業は難しく
なる。





生活介護も67％の通所施設が減額

定員20人以下の場合
利用定員が11人以上20人以下

6時間のサービス提供では大幅な減額とな
る。
では7時間のサービス提供が可能か？
送迎・会議・記録・研修の時間はどう確保す
るのか。

30単位の減額で年間150万
円の減収となる。



60歳以上の利用
者が16.5％
今後も増えてい
く見通し
現在は18％と推
測される

就労継続支援B型利用者の高齢化



⚫ 通所型は67％
が6時間～7時
間

⚫ 一方、入所施
設は7時間以
上が６０％と
なっている。



強度行動障害・重度障害者へのきめ細かい
支援を可能にするためには
• 支援者養成研修は大規模に行われたが・・・・。

• 強度行動障害・重度障害者支援の専門性や支援の安全性はどう担保されるのか？

• 安易に重度障害者を受け入れる事業所のリスクへどう対応するか？

• 職員が困っている、事業所が困っているという声はよく聞くが、本人の困り感やい

たたまれなさには誰が向き合うのか？

• 虐待の要因を強度行動障害に求める風潮がある。

• 徹底したアセスメント、事例検討、支援の振り返り、支援者の合意・・・とても時間がか

かること。その時間がこれから確保できるのかと不安を感じる。

• 長時間事業所にステイできる利用者が重宝され、短時間の利用者は排除されないか。



時間延長よりもむしろ
障害のある人の「アフター５」を考える

• 「放課後等デイサービス」の成人版があればという声をよく聞く。

•特別支援学校卒業時に退職せざるを得ない母親たち。

•自分（親）にもライフワークはある。

•本人たちも、卒業すると地域を奪われてしまう実態がある。（送迎
サービスと事業所の利用のみの暮らし）

•地域活動支援センターの役割

•移動支援の活用

•生活介護に閉じ込める生活にならないか



障害者権利委員会からの強い要請
権利条約12条：成年後見制度のあり方について

権利条約19条：入所施設・長期入院について

権利条約24条：特別支援教育のあり方について

日本の初めての審査が、2022年8月22～23日に、スイス・ジュネーブの国連本部に
おける、障害者権利委員会第27会期で開かれ、その総括所見が同年9月に公表さ
れた。

入所施設をやめなさい！
分離教育をやめなさい！
代行決定の成年後見制度をやめなさい！



19条 自立した生活と地域社会への参加

委員会は締約国に以下を要請する。

1. 障害者を居住施設に入居させるための予算の割当を、他の
者との平等を基礎として、障害者が地域社会で自立して生
活するための整備や支援に再配分することにより、障害の
ある児童を含む障害者の施設入所を終わらせるために迅速
な措置をとること。

2. 地域社会における精神保健支援とともにあらゆる期限の定
めのない入院を終わらせるため、精神科病院に入院してい
る精神障害者の全ての事例を見直し、事情を知らされた上
での同意を確保し、自立した生活を促進すること。



2022/9/10 共同通信

•ラスカス氏は、勧告に当たり日本の審査を

担当。障害児が分離されている特別支援

教育と、病院や施設に多くの障害者が入

れられている状況の2点を重視したと述べ

た。「日本に脱施設化を勧告したが、自然

には実現できないだろう。はっきりとした

戦略が必要だ」と主張した。

国連障害者権利委員会副委員長のヨナス・ラスカス氏（リトアニア）





Ⅲ. 持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し

基本的な考え方
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○ 物価高騰、賃金上昇、支え手が減少する中での人材確保の必要性、経営の状況等を踏まえ、利用者に必要なサービスを提供できるよう、処遇改善や現場における
業務効率化を図るためのICTの活用等を推進していく。

○ サービス提供事業者や自治体の事務・手続き等の負担軽減の観点から、事務簡素化等に取り組む。

○ 障害者虐待の・権利擁護のため、身体拘束適正化の徹底や同性介助の推進を図る。

○ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保の観点から、長期化した経過措置への対応の検討なども含め、メリハリのきいた報酬体系とするとともに、サービスの
内容・質に応じた評価や、透明性の向上を図る。

暫定措置の廃止
⑥ 業務継続に向けた取組の強化
⑦ 地域区分について

主な改定項目

（１）賃金上昇等を踏まえたサービスの安定的な提供のための人材確保
策
① 処遇改善加算の一本化
② 処遇改善加算の対象サービスの追加
③ 相談支援人材の確保
④ 人員配置基準における治療との両立支援への配慮

（２）サービス提供事業者や自治体の事務・手続き等の標準化、簡素化、ICT
などの効率化等の方策
① 障害福祉分野における介護ロボットの活用による加算要件の緩和
② 相談支援におけるICTの活用等
③ 管理者の兼務範囲の明確化
④ テレワークの取扱い
⑤ 事業者が提出する各種様式等の簡素化・標準化
⑥ 介護老人保健施設における医療型短期入所サービスの指定申請事
務の負担軽減について
⑦ 生活介護におけるリハビリテーション実施計画の作成期間の見直し

（３）サービス提供の実態やサービス内容・質に応じた評価
①経営実態調査を踏まえた経営状況やサービスの質に応じた評価を行うため
の基本報酬の見直し
②視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い
③栄養状態のスクリーニング及び栄養改善の取組の充実
④生活介護におけるサービス提供時間ごとの報酬設定及びサービスの質の
評価
⑤情報公表制度について
（４）障害者虐待の防止・権利擁護
①障害者虐待防止及び身体拘束適正化の徹底
②同性介助について
（５）経過措置への対応（食事提供体制加算等）
①食事提供体制加算の経過措置の取扱い
②児童発達支援センターにおける食事提供加算の経過措置の取扱い等
③補足給付の基準費用額等について
④行動援護のサービス提供責任者等に係る経過措置の延長
⑤居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者とする



本当に制度は持続可能なのか

⚫ 人手不足は深刻

⚫ 支援の質の低下

⚫ 金にならないことはやらない風潮

⚫ 月払いから日払い、今は時間払い

⚫ 基準さえ満たしていればよいという考え

⚫ ビジネスの対象とされる障害者



○飲食店を経営するＡ型事業所

事業の営業、経営、接客、利用者の相談、生活面の支援、余暇支援などを包括的に

支援している。後継者を育てたいと職員を募集した来たが、適性のある人には巡り

合わない。時代が変わったかもしれない。

○重度障害者のグループホーム

看取り支援も行う丁寧な支援を続けているが、退職した職員の補充ができていない。

現場を見るとおじけづく人ばかり。施設長が週に2回夜勤に入っている。

○強度行動障害の人のための生活介護

以前は自閉症の人が面白いと職員の応募もあったが、最近は応募しても見学して拒

絶の態度をとる人が多い。2年間欠員が埋まっていない。

職員を募集しても応募がない状態が続いている。
求人誌に支払う費用が増大している。



福祉の哲学が希薄になっている

•東日本大震災の際には、4月から10月まで20名の職員を支援に派
遣した。派遣された職員は「見捨てない・寄り添う」実践を学び、大
きく成長した。

•能登半島地震への救援支援には2月に2名は派遣したが、人手不足
のため継続的な支援は困難であると施設は判断した。

• 「誰一人も取り残さないグローバル社会」「共生社会の実現」とス
ローガンは語られるが、実際の現場はどうか考え直すべき。

• そもそも福祉とは何かを問いなおすことがきわめて重要である。



虐待防止研修の前に、人権教育・倫理・福
祉とは何かを学ぶ機会を作ることが必要

•なぜ人は人を支えるのか

•なぜ人はケアをするのか

•なぜ差別はいけないのか

•権利とは何か

•権利を守るとはなにか

•権利を実現するとはどういうことか

•人間の尊厳とは何か

福祉施設（事業所）は権利擁護の拠点である。



幸福追求の権利の実現のためには

平和・安全 住まい・お金 健康・ケア 居場所・人間関係

安心
自尊心

自由

自己肯定

私らしく生きる

チャレンジす
る

働く 楽しむ

福祉支援の場の構造



自己肯定感や自尊心を壊す

差別 虐待 支配

管理 排除 災害 戦争



差別＝貶価（へんか）＝相手の価値を下げること

差別は貶価（へんか）であり、不当である。

他の人を価値において劣った者として扱うこと。

他者を不完全な人間として、または同等の価値をもたない者として扱うこと。

貶価することは、下に置くこと、地位を低下させること。

相手の平等な人間性に対する尊敬の欠如を示す。そのことで他者を従属
化できるような立場にあるように振舞うこと。
人に平等に道徳的価値を認めるという平等の原理に反しているため、差
別は悪質なのである。

デボラ・ヘルマン『差別はいつ悪質になるのか』から



人を差別する⇒下に見る⇒従属させる

「ばか」「くず」「てめえなんか」「死んでしま
え」・・・という人格を否定する言葉は、相
手を価値ないものとして扱うという表現
である。

こうした言葉をもちいると、感情も高ぶっ
てしまう。

この相乗効果が虐待を生む。



• 全国で障害者向けのグループホームを運営する
「恵（めぐみ）」（東京）が利用者から食材費を過大
に徴収していた問題で、利用者の家族や元職員ら
が施設で提供されていた食事の実態を本紙に証
言した。「利用者1人の1日分の食費は100円程度」
「休日の昼食は丼一つで、レトルトの具は1人前の
半分足らず」。健康を損なう恐れもある実態に、家
族らは不安や憤りを募らせている。

• 「え、これだけ」。昨年夏ごろ、「恵」が運営する愛
知県内のグループホームに、知的障害のある20代
の息子を預けている母親は衝撃を受けた。昼食
の配膳時、面会で訪ねた夫が驚きのあまりスマー
トフォンで写真に収め、送ってきた。

グループホーム 食事をめぐる障害者虐待（ネグレクト・経済的虐待）

2023年9月22日





これまでも
• 指定基準213条の10により「日中サービス支援型グループホームの運営に当たっては、地域に開
かれたサービスとすることにより、当該サービスの質の確保を図る観点から、法第89条の3第1項
に規定する協議会又はその他の都道府県知事がこれに準ずるものとして特に認めるものに対し、
定期的に（少なくとも年1回以上）事業の実施状況等を報告し、当該協議会等による評価を受ける
とともに、当該協議会等から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならないこと」とさ
れてきたが、どのような評価や改善の努力がされてきたのだろうか？

令和3年11月 厚労省





意思決定支援をとことん考える

•意思決定支援のスキルを学ぶために、まずは本人の声を聴くこと。

•聴く人がいなければ話すことはできない。

•パニックやクレーン要求も全部コミュニケーション

•当事者は常に私たちに呼びかけている。その声をキャッチできる
かが問われる。

•散歩も立派なコミュニケーション。
• 同じ方向へ向かう ・手をつなぐぬくもりを感じあう ・同じ息遣い

• 同じ時間を過ごしている
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支援者

支援者

本人は生きる主体であり生
きることの専門家

本人もチームの一員

家族
支援者

相談支援専門員

専門家



本人中心のアセスメント 中心に笑顔の写真を貼る

私が今一番こまっていること 私が一番つらかったこと

私が一番楽しかったこと私が親に臨むこと

私が支援者に臨むこと 私がしてみたいこと





本人の意向

支援を受けた

自己決定

チャレンジ

望む暮らし

幸福感

生活の質の向上

豊かな暮らし

制度があること

サービス

専門家の意向

と能力

家族の意向

関係者の意向

地域の社会資源

経済状態

意思決定を決める４つの要件

この隔たりを
埋めていく



家族の思い

浜松手をつなぐ育成会の会員の声から
「嘘ついている人はすぐわかるね」

「職員への信頼は、正直、誠実さだね」

「子どものことをわかろうとする職員がいい」

「話を十分聴いてくれる人が信頼できる」

「親のような目線で子どもを見てほしい。親の代わりはいないだろうけど、この
人なら託せるという人がほしい」

「欲しいのは制度じゃなくて、そういう人だよね」



手をつなぐ育成会

当事者

司法、警察

学校

交通機関

医療機関

行政

相談支援事業所

家族

保育園や幼稚園

地域

福祉サービス事業所

企業

育成会は地域連携の軸

育成会には、みな
馳せ参じる！

本人中心
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